
○菊池市創業融資制度要綱 

平成30年３月16日 

告示第79号 

改正 令和３年３月24日告示第44号 

令和４年３月９日告示第40号 

(目的) 

第１条 この要綱は、本市において、産業競争力強化法(平成25年法律第98号。以下「法」

という。)に基づき、創業を行う若しくは創業を行った個人又は法人に対して、必要

な資金の融資を金融機関と協調して行うことにより、市内産業の健全な発展及び振興

を図ることを目的とする。 

(定義) 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

(1) 中小企業者 中小企業基本法(昭和38年法律第154号)第２条に規定する者をい

う。 

(2) 取扱金融機関 本市に支店を有する金融機関で、肥後銀行菊池支店、肥後銀行

泗水支店、熊本銀行菊池支店、熊本第一信用金庫菊池支店をいう。 

(融資対象者) 

第３条 信用保証協会(以下「協会」という。)の保証の対象となるものであって、市内

で事業を行おうとする者で、市県民税を完納しており、次の各号のいずれかに該当す

る事業を営んでいるものとする。 

(1) １月以内(法第２条第28項第１号に規定する認定特定創業支援事業により、経済

産業省令で定めるところにより支援を受けた者(以下「特定創業支援を受けた者」

という。)は６月以内)に新たに事業を開始する創業者 

(2) ２月以内(特定創業支援を受けた者は６月以内)に新たに会社を設立し、当該会

社が事業を開始する創業者 

(3) 事業を開始した日以後１年を経過していない創業者である中小企業者 

(4) 会社設立の日(法人登記日)以後、１年を経過していない創業者である中小企業

者 

２ 融資対象者は、次に掲げる要件の全てを満たさなければならない。 



(1) 取扱金融機関の取引停止処分を受けていないこと。 

(2) 協会に対して代位弁済による求償債務(連帯保証によるものを含む。)がないこ

と。 

(融資条件) 

第４条 創業融資制度の融資条件は、以下のとおりとする。 

(1) 融資限度額 1,000万円以内(特定創業支援を受けた者は、1,500万円以内) 

(2) 融資期間 10年以内 

(3) 資金の使途 創業により行う事業の実施のため必要となる設備資金及び運転資

金。ただし、新たに会社を設立するための資本金(株式取得資金)は対象としない。 

(4) 返済方法 均等分割返済とする。ただし、１年以内の据置期間を設けることが

できる。 

(5) 貸付形式 証書貸付 

(6) 貸付利率 別表のとおりとする。ただし、特定創業支援を受けた者は、0.20％

を減じた金利とする。 

(7) 信用保証料率 基準料率は、年0.90％とする。ただし、特定創業支援を受けた

者又は協会の指定する専門家派遣事業を利用する場合の料率は、年0.80％とする。

なお、会計参与を設置していることを登記により確認できる中小企業者についても、

0.1％を減じた料率を適用する。 

(8) 担保・保証人 

担保 物的担保は徴求しない。 

保証人 原則として、法人代表者以外の連帯保証人は不要とする。 

(9) 免責的債務引受け 前条第１項第２号による個人が会社を設立し、当該会社に

より事業を開始した場合には、当該個人の会社設立及び事業開始に係る借入債務を

会社に全部引受けさせた上、当該個人債務を免れさせるものとする。 

(融資の申込み) 

第５条 創業融資制度を利用しようとする者は、菊池市創業融資申込書(様式第１号)

に、創業計画書(様式第２号)及びその他の必要書類を添えて、菊池市商工会(以下「商

工会」という。)に申込み、商工会は意見書を添えて、取扱金融機関に提出するもの

とする。なお、認定特定創業支援事業により支援を受ける場合は、市長の証明の写し

を商工会に提出するものとする。 



(金融機関の協力) 

第６条 取扱金融機関は、本市と緊密な連絡を図り、融資に関しては、その目的に積極

的に協力するとともに、その運用を明らかにしなければならない。また、融資の申込

みを受けたときは、速やかに審査して、融資を行わなければならない。 

２ 取扱金融機関は、融資の申込みを受けたときは、当該申込みをした者が創業融資制

度を利用する要件を満たしているか確認しなければならない。 

(報告書の提出) 

第７条 取扱金融機関は、融資を行った者について、市長あてに実績報告書(様式第３

号)を提出するものとする。 

(その他) 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則(令和３年告示第44号) 

この要綱は、告示の日から施行する。 

附 則(令和４年告示第40号) 

この要綱は、告示の日から施行する。 

別表(第３条関係) 

3年以内 固定 年1.00％以内 

5年以内 固定 年1.10％以内 

7年以内 固定 年1.30％以内 

7年超 固定 年1.45％以内 



 



 



 



 



 



 



様式第１号(第５条関係) 

様式第２号(第５条関係) 

様式第３号(第７条関係) 

 


